
個人情報保護規程 
（目的） 
第１条 
この規程は、特定非営利活動法人	 三段峡－太田川流域研究会（以下「本会」という。）が

個人情報を適切に収集、管理、利用し、個人及び個人情報のセキュリティを確保すること

を目的とする。 
（定義） 
第２条 
この規程で使用する用語は、以下のとおり定義する。 
(1) 
個人情報：個人に関する情報であり、会員、支援者、取引先、従業員などすべての個人に

関する情報であって、個人を住所、氏名、電話番号などの文字、映像、音声などによって

当該個人を識別できる情報をいう。 
(2) 
情報主体：識別できる個人（本人）のこと 
(3) 
受領者：個人情報の提供を受ける人 
（適用範囲） 
第３条 
この規程は、個人情報を取扱う本会の事業及び情報システムの企画、開発、運用、利用に

ついて適用する。 
（個人情報の収集範囲） 
第４条 
個人情報の収集は、本会の事業活動の範囲内で行い、収集目的を明確に定め、その目的の

達成に必要な限度内で行わなければならない。 
（収集方法の制限） 
第５条 
個人情報の収集は、適法かつ公正な手段によって行わなければならない。 
（収集情報の制限） 
第６条 
次に掲げる種類の内容を含む個人情報は、法令に特段の定めがある場合、及び本人の明示

的な同意がある場合を除いて、これを収集し、利用し、又は提供してはならない。 
(1) 
人種及び民族 
(2) 
門地及び本籍地（所在都道府県に関する情報を除く） 



(3) 
信教（宗教、思想及び信条） 
(4) 
政治的見解及び労働組織への加盟 
(5) 
保健医療及び性生活 
（直接収集の方法） 
第７条 
情報主体から直接個人情報を収集する場合には、個人情報保護方針に定めた利用目的の範

囲を明示しなければならない。 
２ 
インターネットを通じて情報主体から個人情報を収集する場合には、インターネットを通

じて前項の事項を通知し、当該個人情報の収集、利用又は提供に関する同意を得なければ

ならない。 
（間接収集の方法） 
第８条 
情報主体以外のものから間接的に個人情報を収集する場合には、個人情報保護方針に定め

た利用目的の範囲を通知又は公表しなければならない。 
（利用範囲の制限） 
第９条 
個人情報の利用は、原則として収集目的の範囲内で行わなければならない。 
（目的内の利用） 
第 10条 
個人情報の利用は、収集目的の範囲内で利用しなければならない。具体的には、次の各号

に掲げるいずれかの場合にこれを行うものとする。 
(1) 
情報主体の同意を得た場合 
(2) 
情報主体が当事者である契約の準備または履行のために必要な場合 
(3) 
本会が従うべき法的義務のために必要な場合 
(4) 
情報主体の生命、健康、財産などの重大な利益を保護するために必要な場合 
(5) 
公共の利益の保護又は本会若しくは個人情報の開示対象となる第三者の法令に基づく権限

の行使のために必要な場合 



(6) 
情報主体の利益を侵害しない範囲内において、本会及び個人情報の開示の対象となる第三

者その他の当事者の合法的な利益のために必要な場合 
（目的外の利用） 
第 11条 
収集目的を超えた個人情報の利用は、原則として行わない。 
２ 
収集目的を超えて個人情報の提供を行う場合には、変更する利用目的を通知し、あらかじ

め情報主体の同意を得、又は利用より前の時点で情報主体に拒絶の機会を与えるなど、情

報主体による事前の了解の下に行うものとする。 
（提供範囲の制限） 
第 12条 
個人情報の第三者への提供は、原則として収集目的の範囲内で行うものとする。 
（目的内の提供） 
第 13条 
収集目的の範囲内で個人情報を第三者に提供する場合には、次の場合を除き、あらかじめ

情報主体の同意を得なければならない。 
(1) 
法令に基づく場合 
(2) 
人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ること

が困難である場合 
(3) 
公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人

の同意を得ることが困難である場合 
(4) 
国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行するこ

とに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂

行に支障を及ぼすおそれがある場合 
（目的外の提供） 
第 14条 
前条に関わらず、やむを得ず個人情報を第三者に提供を行う場合には、情報主体に対して、

少なくとも個人情報の受領者に関する次の事項を書面又はネットワークにより通知し、情

報主体の同意を得るものとする。 
(1) 
第三者への提供を利用目的とすること。 



(2) 
第三者に提供される個人データの項目 
(3) 
第三者への提供の手段又は方法 
(4) 
本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止すること。 
（個人情報の正確性確保） 
第 15条 
個人情報は利用目的に応じ必要な範囲内において、正確かつ最新の情報で管理するものと

する。 
（個人情報の利用の安全性確保） 
第 16条 
個人情報への不当なアクセス又は個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏洩などの危険に対し

て、技術面及び組織面において合理的な安全対策を講じるものとする。 
（秘密保持に関する従事者の責務） 
第 17条 
個人情報の収集、利用、提供、保管、廃棄などに従事するものは、この規程及び法令の規

定に従い、個人情報の秘密保持に十分な注意を払うとともにその業務を行うものとする。 
（個人情報の委託処理に関する事項） 
第 18条 
情報処理や業務処理を外部委託するなどのため個人情報を外部に預託する場合においては、

十分な個人情報の保護水準を確保している外部委託先を選定する。 
また、契約などの法律行為により、管理者の指示の遵守、個人情報に関する秘密の保持、

再提供の禁止及び事故時の責任分担などを担保するとともに、当該契約書などの書面又は

電磁的記録を個人情報の保有期間にわたり保存するものとする。 
（情報主体の権利） 
第 19条 
情報主体から自己の情報について開示を求められた場合には、原則として合理的な期間内

にこれに応じる。また、開示の結果、誤った情報があった場合で、訂正、削除又は利用停

止を求められた場合には、原則として合理的な期間内にこれに応じるとともに、訂正又は

削除を行った場合には、可能な範囲で当該個人情報の受領者に対して通知を行うものとす

る 
（情報主体からの自己情報の利用停止などへの対応） 
第 20条 
本会が既に保有している個人情報について、情報主体から自己の情報についての利用停止

などを求められた場合には、これに応じるものとする。 



２ 
公共の利益の保護、又は本会若しくは個人情報の開示対象となる第三者の法令に基づく権

利の行使若しくは義務の履行のために必要な場合についてはこの限りではない。 
（個人情報の管理責任者） 
第 21条 
個人情報管理責任者は、事務局長とする。 
２ 
個人情報管理責任者は、この規程に定められた事項を理解し、遵守するとともに個人情報

取扱者にこれを理解させ、遵守するための教育訓練、関連規程の整備、安全対策の実施、

実践遵守計画の策定及び周知徹底などの措置を実施する責任を負うものとする。 
（その他） 
第 22条 
この規程に定めるもののほか必要な事項は、理事長が別に定める。 
（改廃） 
第 23条 
この規程の改廃は、理事会の議決を経て行う。 
  
付則 
  
１．この規程は、特定非営利活動法人	 三段峡－太田川流域研究会	 設立の登記の日（平

成 28年 10月 24日）から施行する。 


